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最近の道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、公共投資は、国および地方公共団体の財政面の制約から減少している。

輸出は、欧米向けは減少しているが、アジア向けを中心に基調としては増加している。個人

消費は、耐久消費財の政策効果が持続しているほか、猛暑の影響から夏物商戦が好調に推移

し、総じて持ち直している。住宅投資は前年を上回って推移している。

生産活動は、持ち直し基調にある。雇用情勢は、新規求人数は増加しているが、依然とし

て厳しい水準である。企業倒産は、低い水準で推移している。
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①個人消費～幾分持ち直す

７月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．６％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲０．６％）は、その他品目

が前年を上回ったものの、衣料品、飲食料

品、身の回り品が前年を下回った。スーパー

（同▲０．６％）は、衣料品が前年を上回ったも

のの、主力の飲食料品などが前年を下回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋１．２％）

は、猛暑効果により飲料などが好調で２か月

連続で前年を上回った。

②住宅投資～９ヶ月連続の増加

７月の新設住宅着工戸数は、２，８２５戸（前

年比＋２３．６％）と９ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同＋１５６．５％）

が大幅増加したほか、持家（同＋８．５％）、貸

家（同＋１７．７％）もそれぞれ増加した。

４～７月累計では、１０，７６７戸（前年同期比

＋１１．３％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋４．１％）、貸家（同＋１２．９％）、

分譲（同＋３７．５％）といずれも前年を上回っ

た。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～前年比９ヶ月連続の上昇

７月の鉱工業生産指数は、前月比＋０．３％

と４ヶ月連続の上昇、前年比では＋６．６％と

９ヶ月連続の上昇となった。

業種別では、前年に比べ金属製品工業や化

学工業などが低下し、電気機械工業や鉄鋼

業、一般機械工業などが上昇した。

④公共投資～５ヶ月連続の減少

７月の公共工事請負金額は、１，０６２億円

（前年比▲１２．０％）と５ヶ月連続して前年を

下回った。

発注者別では、市町村（前年比＋６．５％）、

道（同＋１．２％）が前年を上回り、国（同

▲３２．５％）が前年を下回った。

４～７月では請負金額３，８３０憶円（前年同

期比▲１２．４％）と前年を下回っている。

⑤雇用情勢～厳しい状況

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３８倍となり、前月比では０．０１ポイント、

前年比では０．０６ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は６ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比７．６％増加し６ヶ月

連続して前年を上回った。業種別では、医療

・福祉（前年比＋９．６％）やサービス業（同

＋９．１％）、卸・小売業（同＋１１．１％）などが

増加した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～前年を上回る

７月の来道客数は、１，１３８千人（前年比

＋０．８％）と４ヶ月連続して前年を上回っ

た。東京からの航空機利用による来道客数が

堅調に推移している。

４～７月累計では３，８２６千人（前年同期比

＋１．４％）と前年を上回って推移している。

⑦貿易動向～輸出９ヶ月ぶりの減少

７月の道内貿易額は、輸出が前年比９．２％

減の３２９億円、輸入が同４３．８％増の９８３億円と

なった。

輸出は、一般機械や化学製品は増加したも

のの、鉄鋼や船舶などが減少し９ヶ月ぶりに

前年を下回った。

輸入は、原油・粗油が前年比２．１倍、石炭

が同８１．０％増加するなど、７ヶ月連続で前年

を上回った。

⑧倒産動向～低水準で推移

８月の企業倒産は、件数は３４件（前年比

▲２０．９％）、負債総額は４３億円（同▲８１．９％）

と件数、負債総額ともに前年を下回った。

業種別では、建設業１３件、卸売業１０件、サ

ービス・他４件、小売業３件、製造業・運輸

業各２件となった。

道内経済の動き
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北海道経済の現状は、国内景気の持ち

直しや政策支援効果から一部の耐久消費

財の売れ行きが堅調となるなど、厳しさ

が幾分やわらいでいる。しかし先行きに

ついては、政策効果が薄らぐとともに景

気の足踏みが懸念され、年度を通してみ

ると、回復感に乏しいものとなろう。

需要項目別にみると、個人消費は、将

来不安などから消費者の家計防衛意識が

依然として根強く、総じて弱い動きとな

ろう。住宅投資は、幾分持ち直すものと

みられるが低水準にとどまろう。設備投

資は、道内企業の投資マインドに明確な

動意はみられないが、大型投資が下支え

よう。公共投資は、国と地方自治体の財

政面の厳しさから大幅に減少しよう。

この結果、実質成長率は０．２％（２１年

度△１．９％）、名目成長率は△０．６％（同

△２．７％）となろう。

平成２２年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約
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１．概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は、海外経済の改善を背景

に輸出が増加基調を辿るなど回復基調にあ

る。公共投資は減少しているが、住宅投資は

下げ止まっている。個人消費は、政策支援な

どから一部の家電製品や乗用車など耐久消費

財の売り上げが堅調に推移するなど持ち直し

ている。設備投資は企業収益が改善している

ことから増加に転じている。しかし、先行き

については政策支援効果の一巡、また、この

ところの急激な円高の進行から、個人消費の

落ち込みや輸出の鈍化が懸念され、回復のテ

ンポは弱まるものとみられる。

（２）北海道経済の動向

一昨年秋以降の世界的な景気後退が国内経

済に波及し、道内経済にも大きな打撃を及ぼ

した。しかし、昨年４月に策定された大型景

気対策の浸透とともに、北海道経済は厳しさ

が幾分やわらいだ。現状、公共投資は減少に

転じているが、政策支援効果により一部の耐

久消費財の売れ行きが堅調となっているほ

か、住宅投資も持ち直している。

今後を展望すると、需要面では、公共投資

は前年の大幅増加の反動もあり引き続き減少

を余儀なくされよう。住宅投資は、分譲マン

ションなどの在庫調整が進んでいることから

増加に転じよう。設備投資は、低水準ながら

下げ止まろう。個人消費は、一部の家電製品

や環境適応車は優遇制度の適用期限までは好

調推移が見込まれる。しかし、その後の反動

減が懸念されるほか、消費者の節約志向もあ

って力強さに欠けたものになろう。生産面で

は、一次産業で増加が見込まれるほか国内需

要の回復もあり、総じてみれば減少幅は縮小

しよう。

（３）物価動向

諸物価の動きをみると、企業物価は、製品

需給の緩和や円高の影響から輸入品を中心に

低下しよう。企業向けサービス価格は、企業

の経費削減意識の根強さもあり幾分弱めの動

きとなろう。消費者物価は、円高を背景とし

たガソリン・灯油などの石油製品および輸入

食品の価格低下、また、消費低迷による販売

競争の激化などから、総じて弱含みで推移し

よう。

（４）道内経済成長率

以上のような経済状況を勘案すると、２２年

度道内経済成長率は実質成長率０．２％、名目

成長率△０．６％とみられる。実質は６年ぶり

のプラス成長となろうが、名目は１０年連続の

マイナス成長となるため回復感に乏しいもの

となろう。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

道内企業の人件費抑制姿勢には変わりな

く、個人消費の動向を左右する今後の雇用・

所得環境は、厳しさが払拭できない。

雇用環境をみると、新規求人数は、介護・

福祉、医療関連などで増加傾向となろうが、

多くの業種では抑制されよう。有効求人倍率

や失業率などの雇用指標はやや改善されよう

が、総じて弱含みで推移するものとみられ

る。

所得環境は、「子ども手当」による所得増

加が見込まれるがその効果は限定的なものと

なろう。また、企業業績が反映されやすい賞

与などの伸びは低率にとどまるものとみられ

平成２２年度北海道経済の見通し
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る。

また、一部家電製品のエコポイント制度

（１２月末まで）、エコカー補助金（９月末ま

で）の適用期限までは、これらの耐久消費財

の売れ行きは盛り上がろうが、その後の反動

減が懸念される。

消費者物価の低下により家計の購買力が高

まる要素は考えられるが、社会保障制度など

将来に対する不安などから、消費者の節約志

向に根強さが残り、個人消費は力強さに欠け

たものとなろう。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

０．６％、名目成長率△０．８％となろう。

（２）総固定資本形成

（Ａ）住宅投資

住宅版エコポイントの政策効果は、リフォ

ーム市場に恩恵をもたらしている。また、新

築市場にもわずかではあるが追い風となって

いる。しかしながら総じてみれば、住宅投資

を取り巻く環境は厳しく、雇用や将来に対す

る不安も強い。このような状況から、住宅購

入適齢層である３０歳代を中心に住宅取得マイ

ンドは弱く、新設住宅着工戸数は２８６百戸程

度となろう。大幅な落ち込みとなった昨年度

実績（２７，６１６戸）を上回るものの、水準自体

は低いものとなろう。

利用関係別にみると、持ち家は、住宅用地

の価格下落や金利の低水準推移から幾分増加

しよう。貸家は、不動産投資資金の流入によ

り実需以上に高水準の着工となった１７年度前

後の反動から大幅な減少が続いたが、漸く下

げ止まろう。分譲住宅は、札幌市内における

マンション在庫の過剰感が薄れていることか

ら、着工戸数は増加しよう。

この結果、住宅投資は実質成長率３．４％、

名目成長率３．６％となろう。

（Ｂ）設備投資

多くの道内企業の投資マインドは、収益回

復の遅れから依然として慎重な姿勢にある。

しかし、維持更新投資は、わずかではあるが

増加しつつある。また、鉄鋼・エネルギー関

連などで大型投資が進行していることも全体

を押し上げよう。この結果、設備投資は実質

成長率０．６％、名目成長率０．４％となろう。

（Ｃ）公共投資

北海道新幹線建設工事（新青森ー新函館

間）の本格化などプラス要因はみられるが、

国と地方公共団体の厳しい財政状況を背景に

公共工事関連予算は削減されている。前年度

の大型景気対策による公共工事の発注増の反

動もあり大幅な減少を余儀なくされよう。

この結果、公共投資は実質成長率

△１１．１％、名目成長率△１０．８％となろう。

（３）域際取引

移輸出では、観光関連は、経済発展の著し

い中国人観光客は増加しよう。しかし、最近

の円高の進行は外国人観光客にとって逆風と

なろう。一方、国内観光客は景気の持ち直し

から幾分増加しよう。また、北海道米をはじ

め道産品の根強い人気を反映した農畜産品の

出荷増、国内需要の緩やかな回復から工業品

の出荷増が見込まれる。

この結果、移輸出は実質成長率１．５％、名

目成長率０．６％となろう。

移輸入は、家電製品・乗用車などの耐久消

費財、また廉価な商品の移入が幾分増加する

ものとみられるが、道内需要の弱さから、総

平成２２年度北海道経済の見通し
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じてみれば横ばい圏内で推移しよう。

この結果、移輸入は実質成長率０．５％、名

目成長率△０．１％となろう。

３．道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、昨年度の農業は天候不順な

どが影響し、畜産部門および耕作部門はいず

れも不振となったが、今年度は増加に転じる

ことが見込まれる。畜産部門では、生乳生産

はこのところの猛暑による落ち込みが懸念さ

れるが、消費低迷で大幅減となった前年の反

動から持ち直すものとみられる。耕作部門で

は、天候にも恵まれ多くの作物で収量増加が

見込まれる。農業総生産は２．１％増とみられ

る。林業は、住宅着工戸数の持ち直しと、道

産材の需要が増していることにより、総生産

は３．６％増とみられる。水産業は、一部魚種

の不漁が懸念されるが、養殖漁業などの底堅

い推移が見込まれ、総生産は２．３％増とみら

れる。

この結果、一次産業総生産は２．３％増とな

ろう。

二次産業では、製造業は、国内需要の緩や

かな持ち直しを背景に昨年度に大幅減産とな

った自動車関連などで増加が見込まれ、総生

産は２．７％増とみられる。建設業は、住宅着

工戸数の持ち直しが見込まれるが、公共工事

の大幅減少により、総生産は７．９％減とみら

れる。

この結果、二次産業総生産は２．５％減とな

ろう。

三次産業では、介護・福祉、医療関連など

は底堅く推移するものとみられる。一部の家

電製品（地上デジタル放送切り替えを控えた

薄型テレビなど）は堅調な売れ行きとなろ

う。しかし、景気の先行きに不透明感があり

将来不安も増していることから消費者の家計

防衛意識は根強い。需要の低迷を反映した企

業間競争も激化しているため販売価格も低下

傾向にあり、多くの業種の売上高は伸び悩む

ものとみられる。

この結果、三次産業総生産は０．４％減とな

ろう。

（平成２２年８月２６日発表）

平成２２年度北海道経済の見通し
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０年度

（実績見込み）

２１年度

（実績見込み）

２２年度

（見通し）
２０年度 ２１年度 ２２年度

民間最終

消費支出

１１５，３８２

（１．２）

１１２，８４８

（△２．２）

１１１，９６５

（△０．８）
０．９ △０．４ ０．６

政府最終

消費支出

４９，３８６

（０．８）

４９，６８３

（０．６）

５０，０１６

（０．７）
０．６ １．０ ０．５

総固定

資本形成

３３，６３５

（△５．０）

３１，０３５

（△７．７）

２９，７１９

（△４．２）
△６．８ △５．３ △４．１

住宅投資

設備投資

公共投資

５，１８９

（△６．５）

１５，５９３

（△３．８）

１２，８５３

（△５．８）

４，０８５

（△２１．３）

１２，９３１

（△１７．１）

１４，０１９

（９．１）

４，２３３

（３．６）

１２，９８０

（０．４）

１２，５０６

（△１０．８）

△８．５

△４．９

△８．７

△１９．０

△１４．７

１３．１

３．４

０．６

△１１．１

移 輸 出 ５７，９９１

（△０．３）

５６，４４５

（△２．７）

５６，７９３

（０．６）
△０．８ △１．７ １．５

移 輸 入

（控 除）

７３，０００

（△０．５）

７１，９８８

（△１．４）

７１，９２０

（△０．１）
△２．７ ２．３ ０．５

道内総生産

（支出側）

１８２，４１２

（△１．２）

１７７，４８８

（△２．７）

１７６，３３９

（△０．６）
△１．１ △１．９ ０．２

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２２年度北海道経済の見通し
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（第２表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２０年度

（実績見込み）

２１年度

（実績見込み）

２２年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２０年度 ２１年度 ２２年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，５７０

４，３７５

４４６

１，７４９

６，０６０

４，０５４

３８７

１，６１９

６，１９７

４，１４０

４０１

１，６５６

△５．４

△７．０

△６．４

△１．１

△７．８

△７．３

△１３．２

△７．４

２．３

２．１

３．６

２．３

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２７，２８３

３６３

１４，３０５

１２，６１５

２５，９３３

３８１

１３，０６６

１２，４８６

２５，２７３

３５０

１３，４１８

１１，５０５

△４．５

１０．８

△５．１

△４．２

△４．９

５．０

△８．７

△１．０

△２．５

△８．１

２．７

△７．９

三次産業

卸・小売業

金融・保険・

不 動 産 業

電気・運輸・

サービス業

政府・対家

計サービス

１５３，１６１

２１，７０６

３０，５２７

６６，５９９

３４，３２９

１５０，１０５

２１，０１６

３０，２４０

６５，０２１

３３，８２８

１４９，４８４

２０，４１３

３０，２１５

６５，２１６

３３，６４０

△１．２

△３．３

△３．７

△０．４

０．７

△２．０

△３．２

△０．９

△２．４

△１．５

△０．４

△２．９

△０．１

０．３

△０．６

控除項目

（帰属利子等）
４，６０２ ４，６１０ ４，６１５ △２３．０ ０．２ ０．１

道内総生産

（生産側）
１８２，４１２ １７７，４８８ １７６，３３９ △１．２ △２．７ △０．６

平成２２年度北海道経済の見通し
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（第３表）実質成長率の増加寄与度
（％）

項 目 ２０年度 ２１年度 ２２年度

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

△０．６

０．２

△１．３

△０．２

０．３

△０．９

０．３

０．１

△０．７

住宅投資

設備投資

公共投資

△０．２

△０．５

△０．６

△０．５

△１．３

０．８

０．１

０．０

△０．８

移輸出

移輸入 （控除）

△０．２

△１．０

△０．５

０．７

０．５

０．２

道内総生産（支出側） △１．１ △１．９ ０．２

在庫増、統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２２年度北海道経済の見通し

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７１／本文　※柱に注意！／００４～０１０　２２年度北海道経済見通改  2010.09.15 18.39



― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１０月号

今回は、国際取引契約書検討のコツを、いくつか拾い出して解説してみたいと思います。

国際取引を行うときには、大抵の場合相手方から送られてくる契約書にそのままサインし

ているのが現状ですが、それでよいのか、時々疑問に思っています。考え方の基本をアドバ

イスして下さい。

研究チームで検討した１０件以上の国際取引契約書の中で、よく出てくる例をあげて、どのよう

に契約条件を設定すればよいのかを考えてみましょう。ここでは次のことを検討の中心にすえま

した。

☆相手の条件を受けてよいかどうかは、何を基準に考えればよいのか？

☆提示された条件に満足がいかなかったら、どのように対応すればよいのか？

☆外国語で契約文言を書くことができないときには、どうすればよいのか？

１．契約条件は自分を中心に考えればよい

国際取引では「公平な契約書」を目指し、「フェアーな取引条件」を呈示しなければいけない

のではないか、といったことをよく耳にします。そんな必要は全くありません。実は全てのよく

練られた契約書は「自分に有利」にできているのです。それでなければ当事者がサインする訳が

ありません。価格にせよ、保証条件、引渡条件にせよ、満足がいかないのに無理に取引をして

も、長続きしないことは明白です。ましてや損をして商売をする人はいません。その意味で実際

にサインされて実行されている契約書は、お互いに「これなら良い」条件になっているのです。

ですから「結果として」は両当事者にフェアーであると言っても良いでしょう。しかしそれは自

然な結果であって、それを目標にする必要はないのです。

上のことが最も顕著に表われるのが、最初に提示されてくる契約案です。取引の相手方に契約

書の草案（ドラフト）を出すときには、特に国際取引ではそうなのですが、作成する側は、すべ

てのアイテムについて、厳しい条件交渉を経なければならず、結果として多くの譲歩をせざるを
しろ

えないことを予め覚悟しています。そのため最初のドラフトにはいわゆる「ネゴ代」というもの

がのっています。つまり譲歩してもよいだけ嵩上げしてあるわけです。この部分の「厚み」は国

によって違います。価格を例にとれば華僑は１００％、ペルシャ、アラビアの商人は２００％～３００％

ものせてくることがままあります。逆にヨーロッパでは２０％～３０％位です。アジアの観光地のお

土産屋さんで「値切ってみたら半額になった」と言って喜ぶ人がいますが、それくらいは最初か

ら計算された範囲内であって、半額でも売主には十分な利益が出ているに違いありません。

経営のアドバイス

国際取引成功のヒント（３）
－自分のペースで契約条件を設定することが肝要である－

小樽商科大学ビジネススクール
教授 中村 秀雄
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経営のアドバイス

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１０月号

余談が長くなりましたが、そのような次第で相手方のドラフトは、相手方の「理想の契約条件

の何割増し」かになっているのです。それに対して自分の言いたいことを言えばよいのです。そ

の時の基準は「自分の理想の契約条件の何割増し」です。

２．相手のドラフトの対案を出す

価格のように数字的にはっきりしている契約条件は、商取引の分野ですから特に申し上げるこ

とはありません。契約書作成・検討という見地からいくつかの具体例をあげて、どのように対案

を出せばよいのか考えてみましょう。

（１）あいまいな基準

鉄鋼製品の輸入契約に次のような仕様が書いてありました（数字は変えてあります）。

Chemical Compositions：

International standard as follows：

Mn： ０．７０－１．２０

C： ０．５４－０．７７

Si： １１－１８

S： ０．０９ Maximum

P： ０．００２ Maximum

まず個別の含有量に着目しましょう。これらは具体的な数値ですから、比較的簡単に対応でき

ます。たとえばMnの含有量が０．７０を下まわらず１．００を上まわらない方が日本では使いやすいと

いうなら、“０．８０－０．９５”位を提案すれば、相手は価格、調達可能性などを考えて対案を示して

くるでしょう。安心できる範囲におさまるように合意すればよいのです。誤差や検査機器の精

度１も考えて、余裕をもった数字で交渉するようにしなければいけません。

さてそれで終りにしてよいでしょうか。ここにはもしかすると重大な問題を含んでいるかもし

れない要素があります。それは“International standard”です。書いてあるからには、相手方はこ

れによって何か自分に有利なことを言いたい筈です。そうだとしたらそれは「国際的に許容され

ている程度の微量なその他の成分の含有はやむを得ない」ということを主張する根拠にするつも

りだと考えた方がよいのです。放射性物質が微量に入っていても、それは国際水準だと言われて

しまえば（仮にそれが言訳や屁理屈だとしても）、なかなか反論できないでしょう。もちろんそ

うではなく、どこに出しても恥ずかしくないような「高品質」であると言いたいのかもしれませ

ん。それならそれで悪くはないでしょう。しかし仮にそうだとしても、この語句をもとにこちら

から何かを積極的に要求することができるでしょうか。「International standardであれば金や銀を少

量含有しているべきだ」とも主張できません。結局こちら側に有利には使えないのです。

こうしてみると正しい答えはこれを削除することです。そうすれば明示で書いたもの以外を含

１ 国によっては時代遅れで、信頼性の低い機器が、未整備のまま使われていることもままあります。相手方の０．７９は日
本では０．８１かもしれません。
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有していたら、契約違反だと言うことができます。もし金や銀を含んでいてほしければ、明記す

べきです。逆に他の物質の存在が好ましくなければ、明示で「その他の物質は含まないこと」と

書けばよいのです。

（２）矛盾

同じ契約書に次のような規定がありました。

Certificate of quality issued by SGS at the loading port ... shall be final. Buyer reserves the

right to claim in case the cargo is not in conformity with contractual requirements ... with cer-

tification issued by NKKK ...

SGS２が船積港で発行した品質証明書を……ファイナルとする。もし貨物が契約条件に

合致しない場合は、売主はNKKK３の証明書をもってクレームする権利を留保する……。

ここには明らかな矛盾があります。売主が船積港でSGSに作成してもらった証明書にSiの含有

量が１７と書いてある一方で、NKKKの検査では１９という数値が出たとしましょう。SGSの証明書

がファイナル、つまり最終だ、ということであれば、NKKKの１９という検査結果は何の意味をも

つのでしょうか。種々の議論が可能ですが、そもそも議論を生むような条文をおくことに問題が

あるでしょう。ではどのように解決すればよいのでしょうか。

このような状況に出会ったときに、しばしば作成者に遠慮して、現状の中で打開策を見つけよ

うとします。つまり２つの原則を矛盾なく包含する案がないかと考えてしまうのです。たとえば

「積ファイナルを原則とするが、合意された仕様からの乖離が５％を超えた場合であって、買主

が荷卸後すみやかにNKKKの証明書を添えてクレームする限りは……」といった具合です。しか

しこれはお勧めできません。問題の解決に当るに、新たな問題をもってしているからです。答え

は、受領した商品が仕様に合致していないときに、買主は何らかの権利を持つか、持たないかと

いう２つに１つのどちらかなのです。

解決の提案は客観的には２つありますが、主観的には１つしかありません。言うまでもなく、

客観的な可能性は「どちらか」にすることにありますが、買主として提案するなら「揚地の検査

をファイナルなものとする」という提案以外にはありえません。つまり自分にとっての理想条件

です。

このように矛盾する条項（異なった条項間で矛盾した定めがあることも少なくありません）に

対処するには、問題を根本から断ち切る覚悟が必要です。

２ 世界的に有名なスイスに本拠のある検査機関です。
３ 日本海事検定協会。これも世界的に有名な日本の検査機関です。
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３．出発点は相手のドラフトではなく、自分の取引案である

国際契約書はしばしば外国語で書かれていて、それに対して積極的に意見をいうことが難しい

ものです。また仮に日本語で作られていたとしても、我が国の商慣習上、契約書の諸条件につい

てくどくどとやりとりすることはあまりせず、「契約書に定めのない事項については、誠意をも

って協議、解決する」ということにして問題を先送りしてしまいます。しかし国際取引では事情

は少し異なります。国際契約書にはしばしば次のような条項が含まれています。

This Agreement constitutes the entire agreement between the parties and

wholly ... supersedes all previous negotiations, agreements ...

本契約書は当事者のすべての合意を構成し、あらゆる事前の交渉事項、合意を無効にす

る……

この条項の意味するところは、簡単に言えば「この契約書に書いてないことは認めない」とい

うことです。国際取引契約書は「閉じた世界」なのです。従って最初に書いておかなければ「そ

れは言わないことにしたこと」という扱いになってしまいます。つまり書かれていないことを、

後になって「実はこうだった」と主張することが許されないのです。その意味で日本の「開い

た」「穴だらけの」契約書と違うのです。

そこで相手のドラフトを受けとったときは、あいまいさを整理し、矛盾を解決するだけでな

く、不足なところを補う必要があります。そのためには自分の行う取引形態で触れておくべきこ

とは何か、という自分の理想像をもっている必要があります。これを検討するための参考文献を

末尾にあげておきました。

さてここでも実例を見てみましょう。

（１）不十分な記述

２で見た契約書に概略次のような規定がありました。

... Seller will open a Performance Bond Guarantee（PBG）equal to ５％ of the contract value

within１５days after ...

売主は……から１５日以内に契約金額の５％に相当する履行保証（PBG）を差入れる……。

本契約は信用状４で決済することとなっていましたので、船積遅れ５や不履行に対しては備えが

あると言えますが、それでも品質上の瑕疵などを担保するために、履行保証（以下“PBG”とい

４ 「信用状」については、本「調査レポート」前々月号（No．１６９）「国際取引成功のヒント（１）」をご参照下さい。
５ 信用状には船積期限があって、その期限内に船積がされないと、支払いがなされません。
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います）があることは、頼りになることです６。しかしこれだけの規定では「どのような内容」

のPBGなのかわからないという問題があります。そこで買主の側からはPBGが「誰によって」「ど

のよう内容で」発行されるべきか、を契約に書いておくよう要求することが必要になってきま

す。単に「後日合意する内容で、両当事者の合意する銀行によって発行されるべきPBG」という

だけでは、問題の先送りです（日本国内ではこうなる可能性も低くないのではないでしょう

か？）。場合によっては合意できないかもしれません。契約条件交渉時にPBGの内容について議

論をし、その合意内容を「添付書類」として契約書につけてサインする形で、合意を固定してし

まうのが、国際取引の定石です。

（２）全く規定が無い場合

次の契約はヨーロッパからの機械の輸入契約で、建値はCIF７、支払は信用状によるとされてい

ました。信用状のネゴ書類に関する記述は次の通りでした８。

Documents for the presentation of the Letter of Credit

（a）Seller's signed commercial invoice

（b）Full set of clean on board ocean bills of lading

（c）Packing list

信用状呈示書類

（a）売主の商業送り状

（b）無故障船積船荷証券全通

（c）梱包リスト

書いてあることはごく標準的で、特に問題ありません。しかし書いていないことの中に問題が

あります。この取引の引渡条件はCIFだった筈です。従って保険関係の書類９がなければならない

のです。これは絶対に要求しなければいけません。その他にも日本に輸入するに当って欲しいも

のや、必要なものがあれば追加する必要があります。相手の書いたことが自分にとって正しいと

思ってはなりません。繰返しになりますが、相手は相手に都合の良い契約書を書いているのであ

って、それがこちら側にとって必要十分かどうかをチェックするのは、こちらの責任なのです。

この他にも研究対象として取り上げた契約書の中には、是非なければ困るもの、あった方が良

６ ただしPerformance Bond Guaranteeという言葉は、用語が重複していて、かえって性格をあいまいにしてしまいま
す。通常performance bondとよばれる書類は、銀行か保険会社が発行します。その内容は慣れてくればおおよそ見当が
つきます。一方performance guaranteeや、単にguaranteeという書類が別にあります。これも履行の保証ですが、名前だ
けでは、誰が発行するのか分かりませんし、その内容も千差万別です。
７ インコタームズの１つで「運賃保険料込み（指定仕向港）」というものです。
８「ネゴ書類」については、本「調査レポート」前々月号（No．１６９）「国際取引成功のヒント（１）」をご参照下さい。
９ 保険証券か保険承認状が普通です。

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７１／本文　※柱に注意！／０１１～０１７　経営のアドバイス（中村）  2010.09.14 16.03



経営のアドバイス

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１０月号

いものを含めて、数多くの書かれていない条件がありました。

４．契約文言を外国語で書く技術がないときに

上のような検討を経て、修正してほしいことや追加してほしいことを確定することができて

も、それを相手方の契約書の流れの中にうまく嵌め込むことは、一定の訓練がなければできませ

ん。だからと言ってあきらめるべきでしょうか。

英文契約書（最近は中国語の契約書も増えてきています）を自分で書くことは難しいかもしれ

ませんが、自分の意見を平易な言葉で言うことはできるのではないでしょうか。たとえば２

（２）の積みファイナル／揚げファイナルの件で、そのことを契約文言にすることができなくて

も、次のように提案することは可能です。

We request the "unloading inspection by NKKK" to be final. Please revise the draft for us.

相手は契約文言を作った側ですから、全体の姿もよく分かっているので、合意すればよろこん

で作文してくれるでしょう。相手方から改訂案を受取ったら再度よく検討して、さらに要望があ

ればまた伝えます。その内に話がまとまれば良いのですし（サインするまでは、好きなことを言

えば良いのです。「時間がない」などという脅しに乗らないで下さい）、業を煮やして「それなら

自分で書いてくれ」と言ってくるかもしれません。そうしたら書けば良いのです。その際は慣れ

ないからと言って尻込みすることなく書けばいいのですが、一つだけ大事なことは間違って書か

ないことです。下手に書いても法律上問題ありませんが、思っていることと違うことは具合悪い

のです。一旦サインしたら「閉じた世界」で固定されてしまうからです。

中国語やその他の英語以外の言語では、手の出しようがありませんがどうすればよいのでしょ

うか。そのときは書ける言葉（日本語）で書いて出せばよいでしょう。相手も取引したいのです

から、自分で何とかしてくれる筈です。全く意思疎通の手立てがないようだったら、契約書にサ

インしても、取引をそれ以上進められないのではないでしょうか。

筆者の経験でも実務担当者の取引上のやりとりには、「この英語で何故言いたいことが伝わる

のか分かりかねる」ようなものも結構あるのですが、取引は成立しています。双方にやる気があ

れば何とか道は拓けるものです。

５．まとめ

国際だろうが国内だろうが、前向きな商売人が正直に取引をしようと思えば障害の多くは克服

できます。そのためには当事者の友好関係を樹立することが第一の関門でしょう。契約条件の交

渉はそれを乗り越えるための良い意味での試練です。お互いに希望を率直に述べあい、すりあわ

せていく中で相手を知り、信頼関係ができあがっていきます。逆に条件交渉を嫌がる相手は、取

引実行段階でも我儘なことを言う可能性があるのではないでしょうか。契約書の作成は「共同関

係模索」作業でもあるのです。
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その昔欧米人は「西洋では契約交渉はサインしたら終る。東洋ではサインをしたときから契約

交渉がはじまる」と言ったようですが、現代では洋の東西を問わず契約書をサインすれば閉じた

世界が始まり、後は築き上げた信頼関係が頼りになると言ってよいのです。

もし何か疑問に思われることがあったり、取引条件の詰めに当たってアドバイスが必要な場合

は、北洋銀行の担当者にご相談なさることをお勧めします。

参考文献：

田中信幸・中川英彦ほか編『国際売買契約ハンドブック』（有斐閣、改訂版、１９９４年）１０

小中伸幸・仲谷栄一郎『契約の英語１－国際契約の考え方』、『同２－売買・代理店・ライセンス・合弁』（日興企画、

２０００年／２００１年）

大塚一郎『実務英語に強くなる よくわかる英文契約書』（日本能率協会マネジメントセンター、２００３年）

中村秀雄『新訂版英文契約書作成のキーポイント』（商事商務、２００６年）

曾我貴志監修『中国契約マニュアル 主要契約条項の日中対照文例集』（中央経済社、２００６年）

中村秀雄『英文契約書修正のキーポイント』（商事法務、２００９年）

１０ 残念ながら絶版ですので、古本をお探しください。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．０ △８．９ ９２．７ △５．６ ８７．０ △８．４ ９０．８ △１１．４ ８９．６ △６．０

２１年４～６月 ８５．７ △１８．３ ７９．０ △２７．４ ８６．５ △１９．３ ７９．５ △２７．３ ９７．７ △３．８ ９６．１ △１０．３
７～９月 ８８．７ △１３．２ ８３．２ △１９．４ ９１．４ △１１．２ ８４．１ △１８．８ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０～１２月 ９２．４ △１．３ ８８．１ △４．３ ９５．２ △０．５ ８９．１ △３．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年１～３月 ９４．６ １２．５ ９４．３ ２７．５ ９８．８ １１．３ ９５．５ ２６．５ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４～６月 r ９３．０ ８．５ r ９５．７ ２１．０ r ９７．６ １２．８ r ９７．０ ２１．８ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２

２１年 ７月 ８７．１ △１８．０ ８１．９ △２２．３ ８９．１ △１７．０ ８２．９ △２１．６ ９４．８ △８．２ ９５．５ △１０．６
８月 ８９．０ △１２．０ ８３．１ △１８．３ ９１．９ △８．８ ８３．８ △１８．４ ９４．４ △８．６ ９５．０ △１０．３
９月 ９０．０ △９．２ ８４．６ △１７．５ ９３．２ △７．１ ８５．６ △１６．２ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０月 ９０．７ △６．８ ８５．９ △１４．４ ９４．０ △５．７ ８７．５ △１２．４ ９２．３ △９．４ ９３．１ △１４．３
１１月 ９３．３ ０．３ ８８．１ △２．９ ９５．７ ０．３ ８８．８ △２．２ ９４．３ △６．３ ９３．２ △１４．２
１２月 ９３．３ ３．４ ９０．４ ６．４ ９６．０ ４．３ ９０．９ ６．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年 １月 ９５．７ ７．９ ９４．３ １８．９ ９９．３ ７．２ ９５．０ ２０．１ ９４．０ △５．９ ９４．０ △１２．３
２月 ９６．０ １４．４ ９３．７ ３１．３ １００．４ １３．４ ９４．８ ２９．０ ９０．９ △９．５ ９５．５ △７．５
３月 ９２．１ １５．２ ９４．８ ３１．８ ９６．６ １３．４ ９６．７ ２９．９ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４月 ９２．７ ９．４ ９６．０ ２５．９ ９５．７ １１．０ ９８．１ ２７．１ ８９．０ △１０．０ ９４．６ △３．４
５月 ９３．０ ８．０ ９６．１ ２０．４ ９７．２ １３．１ ９６．４ ２１．０ ８８．４ △１０．７ ９６．５ △０．８
６月 r ９３．３ ８．２ r ９５．０ １７．３ r１００．０ １４．４ r ９６．６ １８．１ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７月 p９３．６ ６．６ p９５．３ １４．８ p９４．６ ５．１ p９６．５ １４．８ p８９．０ △６．１ p９６．７ １．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９ △４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７２△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１２６ △５．１

２１年４～６月 ２２６，６３０△５．１ ４８，１５６ △６．６ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，０７６ △３．９ ３１，１６５ △４．１
７～９月 ２２７，６６６△３．５ ４７，９９９△７．０ ６２，９５２ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０８６ △５．４
１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５△７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８

２２年１～３月 ２１９，０９３△２．５ ４７，００１△４．９ ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ １６１，５９３ △２．７ ３０，１１４ △４．９
４～６月 r ２１８，６１４△１．０ r ４６，７５４△３．５ ５２，２８８ △０．１ １５，９９８ △３．８ r １６６，３２６ △１．３ r ３０，７５６ △３．４

２１年 ７月 ７９，９２０△４．３ １７，３５６△８．４ ２４，０８６ △３．５ ６，７３０ △１１．８ ５５，８３４ △４．７ １０，６２７ △６．０
８月 ７６，０２３△４．５ １５，７０４△６．８ １８，６９３ △７．５ ４，９９５ △８．９ ５７，３３１ △３．３ １０，７０９ △５．７
９月 ７１，７２２△１．６ １４，９３９△５．６ ２０，１７４ △１．６ ５，１８９ △７．８ ５１，５４９ △１．７ ９，７５１ △４．３
１０月 ７２，８３５△３．７ １５，６０９△７．２ １８，９３２ △６．６ ５，５８４ △１０．６ ５３，９０２ △２．５ １０，０２５ △５．２
１１月 ７４，５７５△５．６ １６，２１５△９．７ １９，６８１ △６．１ ６，１１７ △１１．８ ５４，８９４ △５．４ １０，０９８ △８．３
１２月 １００，０５７△１．８ ２０，６９１△４．６ ２７，４６６ △１．４ ８，０５２ △５．１ ７２，５９０ △１．９ １２，６３９ △４．３

２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７△５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７
２月 ６６，１３２△０．９ １４，０２３△４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ ９，２６０ △３．３
３月 ７５，９７２△３．５ １５，８３１△４．９ １９，９９５ △３．５ ５，９１５ △３．６ ５５，９７７ △３．５ ９，９１６ △５．６
４月 ７３，０１１△０．８ １５，４６３ △３．７ １７，５１９ １．１ ５，２７６ △３．７ ５５，４９２ △１．４ １０，１８７ △３．７
５月 ７３，２０５△２．３ １５，６５６△３．９ １７，４９６ △０．５ ５，３６０ △２．１ ５５，７０９ △２．８ １０，２９７ △４．８
６月 r ７２，３９９ ０．０ r １５，６３４△３．１ １７，２７３ △０．９ r ５，３６３ △５．７ r ５５，１２６ ０．３ r １０，２７２ △１．６
７月 p ７６，４２３△０．６ p １７，１９３△１．２ p ２０，４２５ △０．６ p ６，５２０ △１．３ p ５５，９９９ △０．６ p １０，６７４ △１．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７１／本文　※柱に注意！／０１８～０２１　主要経済指標  2010.09.21 08.52.49  Page 18



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０
４～６月 １０７，５９７ △１．２ １９，８３３ △３．０ ９９．４ △０．４ ９９．７ △０．９ ９０．０１ ９，３８３

２１年 ７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０
４月 ３３，９８７ △２．１ ６，４３８ △３．９ ９９．１ △１．０ ９９．６ △１．２ ９３．３８ １１，０５７
５月 ３６，１７２ △３．０ ６，７０３ △３．７ ９９．５ △０．２ ９９．７ △０．９ ９１．７４ ９，７６９
６月 ３７，４３８ １．４ ６，６９２ △１．４ ９９．６ △０．１ ９９．７ △０．７ ９０．９２ ９，３８３
７月 ３９，９４０ １．２ ７，３６３ ０．３ ９８．９ △０．３ ９９．２ △０．９ ８７．７２ ９，５３７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１
４～６月 ４３，７４２ ２０．８ １３，３７１ ３５．１ １８，２８１ １７．６ １２，０９０ １２．２ ９７６，２３３ ２２．０

２１年 ７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △３．５ ３７２，４２８ △２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２
４月 １４，７９５ ２８．３ ４，２６６ ５７．８ ６，５０１ ２４．３ ４，０２８ １１．９ ２９８，３１１ ２６．４
５月 １３，００２ ２３．３ ４，０４９ ２６．５ ５，１２７ ２５．９ ３，８２６ １７．０ ３００，７６０ ２３．０
６月 １５，９４５ １２．８ ５，０５６ ２６．６ ６，６５３ ６．６ ４，２３６ ８．６ ３７７，１６２ １８．１
７月 １７，７６５ ８．０ ５，３９０ ２１．６ ８，１６４ △０．８ ４，２１１ １１．３ ４２０，５９３ １２．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１０月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８４，３３７ △２０．６

２１年４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８
４～６月 ７，９４２ ７．４ １，９５２ △１．１ ２７６，８１７ △１２．６ ３１，０１８ △３．５ ２１，５３９ ３．３

２１年 ７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２
４月 ２，５４７ ６．５ ６６６ ０．６ １３８，０４４ △６．２ １３，２７８ △０．１ ６，８８０ ９．４
５月 ２，４１５ １４．３ ５９９ △４．６ ６０，１２５ △９．６ ７，４０２ △５．９ ６，３８９ ４．３
６月 ２，９８０ ３．２ ６８７ ０．６ ７８，６４８ △２３．６ １０，３３８ △５．８ ８，２７０ △２．２
７月 ２，８２５ ２３．６ ６８８ ４．３ １０６，２３０ △１２．０ １１，４１０ △８．８ ６，８４４ １５．９

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年４～６月 ２，６４４ △１０．６ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７
４～６月 ２，６８８ １．７ ０．３６ ０．４２ ５．５ ５．３ １１３ △２７．６ ３，３２３ △１６．０

２１年 ７月 １，１２９ △３．７ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２３ △７．６ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５
４月 ７５２ ４．５ ０．３５ ０．４２ ↑ ５．４ ４５ △１９．６ １，１５４ △１３．１
５月 ９２５ ０．８ ０．３５ ０．４１ ５．５ ５．２ ３５ △２２．２ １，０２１ △１５．１
６月 １，０１１ ０．４ ０．３７ ０．４３ ↓ ５．２ ３３ △４０．０ １，１４８ △１９．２
７月 １，１３８ ０．８ ０．３８ ０．４５ － ５．０ ３９ ０．０ １，０６６ △２３．０

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年１０月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，１２６ △１７．１ ９７７，２９２ △３７．０ ５３７，８０７ △２５．２

２１年４～６月 ５６，６３２ △４７．１ １２８，０９１ △３８．６ １９４，４３８ △５９．０ １１９，９１７ △３９．９
７～９月 ９６，３０５ △２０．４ １４４，６２２ △３４．４ ２３３，９３８ △５３．５ １３４，１３７ △３９．５
１０～１２月 ８４，９０６ △０．５ １５７，０８２ △８．０ ２６５，３４２ △２５．５ １４０，００３ △２０．９

２２年１～３月 ８４，７９９ ３３．０ １６０，３３１ ４３．３ ２８３，５７４ ２９．６ １４３，７５０ １８．９
４～６月 r ８２，４５９ ４５．６ r １７０，６４４ ３３．２ r ２９５，５１９ ５２．０ r １５３，２７２ ２７．８

２１年 ７月 ３６，２７０ △１７．１ ４８，４３０ △３６．５ ６８，３３４ △５５．０ ４４，７７３ △４０．６
８月 ２２，７５７ △４７．１ ４５，０９８ △３６．０ ７２，６０８ △５９．８ ４３，４４６ △４１．０
９月 ３７，２７８ ８．７ ５１，０９４ △３０．６ ９２，９９６ △４５．６ ４５，９１８ △３６．８
１０月 ３０，０２８ △２７．２ ５３，０８３ △２３．２ ８８，３０２ △４４．１ ４５，０８３ △３５．５
１１月 ２７，９５５ ２０．６ ４９，８８２ △６．３ ８０，７３９ △２０．６ ４６，２２９ △１６．７
１２月 ２６，９２３ ２８．６ ５４，１１７ １２．０ ９６，３０１ △０．０ ４８，６９１ △５．５

２２年 １月 ２２，１９４ ８．０ ４９，０１６ ４０．９ ９４，７６４ ２０．９ ４８，４０６ ８．９
２月 ３３，２４３ ６２．６ ５１，２７９ ４５．３ ９２，０５５ ４５．４ ４４，８０６ ２９．５
３月 ２９，３６２ ２８．９ ６０，０３６ ４３．５ ９６，７５５ ２５．３ ５０，５３８ ２０．６
４月 ２９，２７５ ５１．８ ５８，８７９ ４０．４ １１１，４１５ ４５．６ ５１，５３０ ２４．３
５月 ２４，１７２ ２２．７ ５３，０９８ ３２．１ r ８７，１１５ ４２．４ ４９，９３８ ３３．６
６月 r ２９，０１２ ６４．４ r ５８，６６８ ２７．７ r ９６，９８９ ７０．９ r ５１，８０３ ２６．１
７月 p ３２，９２２ △９．２ p ５９，８２８ ２３．５ p ９８，２６６ ４３．８ p ５１，７８６ １５．７

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

２１年４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年１～３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４～６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６

２１年 ７月 １３０，６８３ １．８ ５，６２６，７９２ ２．５ ９０，１１３ ２．６ ４，１５２，７２４ ２．８
８月 １３１，１５２ １．７ ５，６１１，１３８ ２．６ ９０，１１５ ２．４ ４，１３７，８２６ ２．４
９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０月 １３１，９１４ ３．４ ５，５９７，３９４ ２．７ ９１，３０８ １．７ ４，１４４，５０６ １．３
１１月 １３２，００５ ２．７ ５，６５０，４５０ ２．４ ９１，２８０ １．１ ４，１３６，０８２ △０．０
１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年 １月 １３２，３８７ ３．１ ５，６５９，０７７ ２．７ ９２，０４４ ２．５ ４，１４０，３６５ △１．１
２月 １３３，２１３ ２．７ ５，６８３，７２６ ２．３ ９１，９８３ １．６ ４，１３８，２５４ △１．３
３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４月 １３４，５８７ ２．６ ５，７７６，５２７ ２．４ ９２，４３６ １．２ ４，１０４，３１２ △１．８
５月 １３４，５２２ ２．６ ５，７９７，７７８ ３．０ ９１，２９５ ０．３ ４，０８９，１５９ △１．９
６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７月 １３４，００１ ２．５ ５，７３５，４３７ １．９ ９０，４６１ ０．４ ４，０８５，７５２ △１．６

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７１／本文　※柱に注意！／０１８～０２１　主要経済指標  2010.09.21 08.52.49  Page 21
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●道内経済の動き 

●平成22年度北海道経済の見通し 

●国際取引成功のヒント（３） 
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